医学部発バイオベンチャー：成功の条件 by 小崎 丈太郎
2003年9月 第5回医科学フォーラム報告 一　451　一
の関係はより深く、多くの共同研究が生まれるべきで
あると考える大学職員は潜在的に多いと考えられる。
しかし、それが現実のものとなっていない理由として
は、何よりも基礎系と臨床系のキャンパスが物理的に
離れていることを指摘する声が圧倒的に多く聞かれ
た。さらには臨床系の医師が日常業務で忙殺されてい
るために研究に割く十分な時間の確保が困難である
こと、その背景としてそもそも研究に専念できる体制
のもとに基礎医学系教室に出向していないことが問
題であることなどが指摘された。基礎医学系教室側に
ついても、臨床系の医師と共同研究を進めていくだけ
のマンパワー不足や力量不足、基礎医学系教室内部で
の競争が欠如していることに原因があるとの意見も
みられた。また、共同研究の成果に対する評価や位置
付けが明確でないことに問題があるとする意見も
あった。
　基礎系、臨床系それぞれの研究内容やテーマがわか
らない、透明性がないといった指摘もあったが、これ
らの問題については今回のフォーラムのようなテー
マを題材としたコミュニケーションの場を定期的に
設けることによって、ある程度解消されていくことが
期待されるではないかと感じた。
　今回のアンケート調査では、基礎医学系の各教室で
現在取り組んでいる研究テーマ、ならびに研究を推進
していく上で要となる実験装置や特殊アイテムなど
についても具体的に記載していただき、フォーラムの
場で公表した。紙面の都合上、個々の内容は記載しか
ねるが、例えば共焦点レーザー顕微鏡ひとつを取り上
げても本学には何台も装備されていることが判り、新
鮮な驚きであった。非常に高価で維持も大変な実験器
具や装置については、トラブルを最小限に抑える努力
をしながら学内で有効に共同利用できる雰囲気が培
われていくことが切に望まれる。
　なお、フォーラム終了後の世話人会において、次回
は臨床医学系教室における研究テーマや実態につい
て同様のアンケート調査を行ない、基礎医学系教室に
向けた情報の開示を行なうことが決定した。
特別講演
医学部発バイオベンチャー：成功の条件
　　　（日経バイオビジネス編集長）小崎丈太郎先生
　経済産業省が1昨年打ち出した「3年間で大学発ベ
ンチャー企業1，㎜社誕生」という構想は当初、その達
成が危ぶまれたものの、2002年で500社を超え、しか
もその設立企業数は日を追って加速度的に増えてい
る。2004年には本当に1，000社設立される可能性が出
てきた。もちろん、企業は設立よりもその維持、運営、
成長の方がはるかに難しいことを考えると、単純に数
が増えていることばかりを喜んではいられない。
　既に、倒産もしくは実質的に休眠状態になっている
大学発ベンチャー企業も存在している。企業を経営す
る適否、さらに成長フェーズに持って行くためには
（1）商品化の具体的なイメージ、（2）その開発手順、
（3）そのために必要な資金調達プランをクリアしなけ
ればならず、それは大学発ベンチャー企業の中でも最
も潜在力が高いと目される“医学部発ベンチャー”も
例外ではない。
　「ふとしたきっかけで大発見をし、それのもとに開
発した製品が幻想的に売上を伸ばす……」。研究を
ベースにした製品開発を進める産業人の夢ではある
けれども、残念なことにそうした現象は極めて稀に、
限られた人材の周辺に起こるのである。
　§大学が新産業創出セクターに
　そもそもなぜ大学から1，㎜社ものベンチャー企業
を輩出しようという話になったのか？
　以前、大学といえぼ教育（人材の養成）と研究が社
会に対する2大責務であった。しかし、さらに第3の
役割として新しい産業創造の端緒となることが望ま
れるようになってきた。
　その理由は3つある。
　1つはバブル経済崩壊の後遺症から立ち直れず疲弊
する産業界、失業不安に怯える社会の目には、大学が
未利用産業資源の宝庫と映るからである。科学競争力
の国際比較指標であるIMDによると、「日本の総合的
な国際競争力」は47力医心、90年には1位であった
が、2001年に30位に急落した。しかし、一方で、「科
学技術の競争力」は91年1位から、2001年は2位と順
位を1つおとしたものの、依然として高水準をキープ
している。さらに「大学が社会に役立っている」か否
かの調査では日本の評価は47力国中47位。つまり、
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「旺盛な科学研究が進められる一方で、社会の役には
たっていない」というのが日本の大学に対する国際評
価であるわけだ。
　産業界側の事情はこうだ。収益力が低下した企業の
多くが、研究計画を見直し、人件費を抑制（固定費の
削減）し、より専門性の高い人材を社外で活用するこ
とを目指すアウトソーシングに傾いている。その結
果、基礎研究の一部を社外のベンチャー企業に委託す
るケースが増大している。これが大学の潜在力が注目
される一因となっている。
　見逃せない理由として、文部科学省が推進してきた
「ボスドク10，000人計画」の“つけ”という側面もあ
る。基礎研究力の増強をうたって、ボスドクを10，㎜
人養成する政策が取られてきたが、現在これら人材の
就職口が不足している。その結果、「ベンチャー企業1
社に5人のボスドクが就職すると仮定して、5，㎜人
の雇用が確保される」という極めてアバウトな試算が
文部科学省内で行われている。
　§医学部発ベンチャー企業がとりわけ注目される
　　理由
　ITバブルの崩壊の後、新しい投資先としてバイオが
注目されてきた。バイオというと即、遺伝子工学や細
胞工学という技術が思い浮かぶが、それら技術をコア
にして起業する以上、単純に技術開発だけでは十分な
収益をあげることはできないというのが本当のとこ
ろだ。
　ベンチャー投資家は投資先から資本を回収できず、
不良債権化することを恐れる。起業の目的が「社会貢
献」とか「技術の改良」という研究者の個人的な感傷
がベースとなっていると判断された場合、多くの場
合、資金の投下は行われない。必要なのは、技術が最
終商品に結びつく具体的なイメージであり、成否はそ
の商品が市場に出ても十分な競争力を持つと投資家
たちに確信させられるか否かにかかっている。
　大学発ベンチャーの中でも医学部発ベンチャーは
独特のオーラを放っている。なぜならぼバ・イオ研究が
商品となって世に出る出口は医療と健康食品が主に
なるからで、最もその分野に通じているのが医学部で
ある。
　大阪大学医学部の森下竜一助教授（現在客員教授）
が中心になってたちあげたアンジェスMGは2002年
9月25日に東証マザーズに株式公開を果たした。肝細
胞増殖因子（HGF）のDNAを患部に注射する末梢
血管再生医療（ASOの治療）と炎症を抑制するNFκ
デコイ軟膏によるアトピー性皮膚炎の治療という2
つの医薬の開発を進めている。ASOの治療について
は薬事法にのっとった臨床治験が進められ、車椅子利
用を余儀なくされていた患者が自力歩行、自力小走り
が可能になるなどの成果をあげている。アトピー性皮
膚炎については臨床治験が2003年夏にも始まる予定
だ。阪大医学部のサポートを得た、アンジェスMGは
技術の臨床研究がスムーズに進み、医学部発ベン
チャー企業の強味をいかんなく発揮した例である。
　一方、同じ大阪大学からは特定保健用食品（トクホ）
の臨床試験を受託する総合医科学研究所が立ち上
がっている。「体脂肪がつきにくくなる食用油エコナ」
に代表されるトクホの市場は現在5，㎜億円。商品に
効果効能を表記して販売の許可条件が“医学的に信頼
できる第3者機関によって、小規模の臨床試験を行っ
て、データを出すこと”である。こうした臨床試験の受
託機関として阪大と和歌山医大の医師らが設立した
会社が同社である。
　本社が位置する大阪の千里ニュータウンの住民を
リクルートし、被験者としてプール。種々の食品を
取ってもらい、バイタルデータを収集、解析して依頼
のあった食品メーカーにもどしている。トクホ検証市
場の7割を確保、6億1，000万円の年間収益を挙げ、
2003年中に株式公開を予定している。食品開発はこれ
まで栄養学の専門家の世界であり、臨床医が直接関与
するケースは少なかった。いわば医師という職種の処
女地に入って成功をおさめているのが総合医科学研
究所ということができる。
　§　たちあげに2億円は必要
　ITベンチャーならば極論すればコンピューター1
台で仕事をはじめることができる。
　しかし、バイオ系はそうはいかない。特に有効性と
安全性が問題になる医薬、食品の開発ではその実証に
時間と費用がかかる。ベンチャー投資家の相場では、
バイオベンチャーに必要な資金は最低2億円。さら
に、臨床治験突入までに5～8億円を要する。
　出費項目は研究室の確保や人材の雇用などが含ま
れるが、必要とする特許の収集と創薬ベンチャーの場
合、動物試験などの費用がかかる。特に特許はベン
チャー起業にとっては命綱ともいえる問題である。バ
イオは多くの独立した技術の集合体であり、それゆえ
の特許戦略、特許工学と呼べるプラットファーム形成
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のノウハウを必要とする。
　例えば遺伝子治療薬の開発を進める前出のアン
ジェスMGの場合、（1）ベクターの特許、（2）ベクター
製造方法の特許、（3）ベクター産生細胞株の特許、（4）
治療用遺伝子の特許、（5）プロモーターの特許、（6）ベ
クター製剤化方法の特許、（7）ベクター保存方法の特
許、（8）ベクター投与方法の特許、（9）治療方法に特許
など広範囲に及ぶ。世界に散在している特許を買い集
め、初めて目指す治療技術となるのである。
　§ベンチャー起業に相応しい技術とは？
　ベンチャーは企業サイズから言うと、中小企業であ
る。バイオベンチャーはバイオ関連中小企業群の一部
であると言うことができる。バイオ関連中小企業群を
色分けすると、株式公開を目指す企業とそうではない
企業に分類できる。また、ベースにしている技術が解
析受託などのサービスを基本としている企業と創薬、
つまり新規化合物の特許を取得し、それを大企業に販
売権を移譲しょうとする企業とに分けることができ
る。
　バイオベンチャーは株式公開を目指す企業がその
王道である。逆に、受託解析企業は株式公開が難しく、
常に技術が陳腐化する脅威にさらされている。起業は
容易だが、それを維持し成長曲線に乗せることは難し
い。したがって、ベンチャーを起業するにはあくまで
も化合物（商品予備軍）の特許を取得し、それをベー
スに業容を拡大していく方が、受託解析企業より賢明
である。
　§医学部発ベンチャーの強味は臨床経験
　源流が医学部であっても、工学部や農学部であって
も資金調達、特許戦略の立案が大切である。しかし、医
学部発ベンチャー企業の強味はほかのどの学部に増
して、健康や病気について深い知識を持ち、実際に診
療に携わった経験をスタッフが持っているという事
実である。そこに独創的な技術が加わることが出発点
である。
　いままで、灰聞きしてきた企業の厳しさをるる述べ
てきたが、それはパイオニアたちの経験であり、その
重要性を認識した国もファンドを作ったり、税制の特
例を考慮したり、さらに技術マネジメントができる人
材（大学教授は社長になってはいけないという原理
は米国にも存在する）の養成に本腰を入れるなど、環
境は十分ではないけれども整備されつつある。起業を
志すならばまず、手にしている技術を見る。
特許は確保されているか？　周辺特許を確保するプ
ロセスは見ているか？　オンリーワンの企業になれ
るか？　陳腐化しない技術はないものの少なくとも4
年程度のアドバンテージをライバルから確保できる
か？　を自問してみることが大事だ。全てがイエスで
あった場合に起業準備を始めることが可能になる。
第5回フォーラムの総括に代えて
　　　　　　　　　（外科学第一講座）　中村　治彦
　今回の医科学セミナーは東京医科大学の「研究活動
の活性化」をテーマとした。第一部は基礎教室と臨床
教室の連携の観点から眼科の後藤浩講師に基礎教室
へのアンケート結果を分析していただいた。その結果
は本稿の前半でまとめられているように、キャンパス
が離れている、臨床側が多忙で研究に専念できないな
ど、旧来の問題点が依然として障壁となっていること
がわかった。しかし、一方で、数科を除くほとんどの
臨床教室で何らかの共同研究の実績があり、お互いの
研究を知る機会が増えれば、さらなる協力体制の強化
も可能と考えられた。とりあえず、基礎と臨床教室の
発表が一緒に行われる本学の医学会総会などへ積極
的に参加し、交流をはかることも糸口になると思われ
る。
　第二部は外部機関との連携の観点から大学発バイ
オベンチャーの可能性について日経バイオビジネス
の小崎丈太郎編集長に講演していただいた。大学が未
開発の経済的リソースであるという観点から、今や経
済産業省が大学発ベンチャーを奨励する時代になっ
た。その経緯は小崎氏の講演で明らかにされている。
しかし、企業の立ち上げは学問的興味だけでは失敗に
終わることが多く、まず、採算がとれる事業を行うこ
とが先決という厳しい現実がある。つまり、大学発ベ
ンチャーといえども商売であり、商才が要求されるわ
けである。「武士の商法」は通用しないということであ
ろう。特に外部組織と共同研究を行う際には「give　and
take」の関係が前提であり、われわれが相手企業や出資
者へ提供できるsomething　specialを持っていなけれ
ば話が進まない。まず、足元から「磨けば光る石」を
探す自助努力をすることでチャンスが生まれるので
はないだろうか。
　最後に、今回、フォーラムへの参加者が少なかった
ことに世話人として責任を感じている。アンケートへ
協力いただいた教室各位をはじめ、御出席いただいた
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